



































Market-oriented Reform and Business Climate in Vietnam２０００s









Vietnamese economy was getting activated in 2000 s since it opened up to world market place through its participation to WTO and
various economic agreements with major countries. Foreign Direct Investment from overseas were made in northern area as well as in
southern area. Investment was, however, sometimes made for speculation rather than for improving efficiency and effectiveness in
business development. In addition, it was getting clear that education and management skills were to be required toward further eco-
nomic development.






















































































































































所：“Statistical Year Book,２０１５, Vietnam”, General Statistical































































































































































































































































































原出所：Vietnam “Lao Dong” website（２００８年７月閲覧）
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なる。それで解決できない大きな問題や各社が共
通して直面する問題についてはそれぞれの本社の
国籍ごとに進出子会社が現地で商工団体等を組織
して団体としてホスト国の当局に改善を要請す
る。発展途上国の当局の中にはこうした要請に耳
を貸さない国もあるが，ベトナムは２０００年代，
中央政府としてこうした外資企業からの要望を積
極的に受けようという姿勢を見せた。
日本との関係では特にこうしたベトナム政府の
姿勢が顕著であった。例えば，日系企業の場合，
日越間で２００３年４月に「日越共同イニシアチブ」
が取り決められ，日系企業の直接投資に関わる問
題点について共通認識を持ち，解決のために必要
な措置をとっていくことが確認された。下記の
２００９年の「日越共同イニシアチブ」第三期の主
な行動計画（図表６）を見ると「報道被害への対
応」，「短期滞在者免税手続きの改善」，「不法なス
トライキへの対処」，「時間外労働拡大」，「知的財
産権侵害の取り締まり強化」など日常の企業活動
における身近な問題についてもきめ細かく対応し
ていこうとするベトナム側の姿勢が見て取れる。
ワイヤハーネスの日本人管理職は，以下のように
筆者に語ってくれた。
「日本人商工会議所を通じて，これまで様々な
投資環境問題についてベトナム政府に意見を上申
してきた。トラック運送費用への付加価値税課税
など，改善されたものもある。『聞く耳』をもっ
ているベトナム政府であるのがありがたい」xv。
これはベトナム当局の印象を良くしようとする
ことの意図の表れであると共に外資企業の中でも
日本企業を重視していることと必ずしも無縁では
ないであろう。この点に関して，日系大手商社で
長年，ベトナム駐在を行ってきた商社マンはこの
「日越共同イニシアチブ」に対して以下のように
分析していた。
「国有企業をはじめとする地場企業の発展は遅
遅としており，そのため，外資企業に敬遠される
ことはできるだけ避けたい。このような背景があ
るため，ベトナム政府は ASEAN諸国内での関税
削減に着実に進めている。中国経済もピークを過
ぎ，インドとともに，ベトナムが東アジアでは注
目されていることはベトナム政府自身も十分認識
しているのではないか。従って，この機会を生か
すために，外資企業を呼び込む協定等には前向
き，オープンに対応している。日本との EPA
（経済連携協定）にもベトナム経済界は期待して
いるxvi。日本の ODA（政府開発援助）の橋建設
現場の大きな事故に関わる事後処理においても日
本側に配慮した対応をベトナム政府がしているこ
と等をみると対日関係に対してはかなり重視して
いると思うxvii。
図表６：「日越共同イニシアチブ」（第三期）の主な行動計画
投資環境改善
分野
項 目
法制度・投資環境 取締役会決議ルール改善，外国投資窓口強化，ワーカー向けインフラ整備，食
の安全，報道被害への対応，流通業規制の緩和，マクロ経済の安定
税務・会計 法人税損金項目の明確化，短期滞在者免税手続きの改善，付加価値税インボイ
スの公正な運用，戦略的投資家の選定方法，貸出上限規制の緩和
労働 不適法なストライキへの対処，時間外労働拡大，人材育成
物流・税関 国際間陸路輸送円滑化，国際貨物ターミナル改善
知的財産権 知的財産権侵害の取り締まり強化，制度改善，啓蒙活動
産業 すそ野産業育成，自動車産業育成
インフラ整備 電源開発の促進，PPPスキームの導入，港湾整備，通信サービス向上，都市
内交通の安全性・利便性向上
出所：藤井亮輔「日越共同イニシアチブ及び日越経済連携協定（日越 EPA）について」（２００８）より筆者作成
専修ビジネス・レビュー（２０１８）Vol.１３No.１
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５． まとめ
２００７年８月にインタビューを行った世界銀行
ベトナム駐在エコノミストは筆者に以下のように
指摘した。
「（開放政策のドイモイの結果），『直接投資』と
してベトナムに持ち込まれた資金は，昨年以来，
集中的に土地へ流れ込んでおり，製造業の育成や
輸出競争力のある産業育成には，資金が回ってい
ないという。そのため，近年，活況を呈していた
株式市場が減退しており，民営化過程にある国有
企業の株価にも，一時の強さが見られなくなって
いる。このままの状況が続けば，国有企業改革の
頓挫もしくは大幅な遅延の可能性も考えられる。
さらに懸念されるのは，こうした状況の危うさ
を，ベトナム当局があまり深刻に認識していない
点である。ベトナムは経済成長に加えて，上述の
自由貿易協定の AFTAやWTO，さらには ASEAN
が中国と締結した自由貿易協定（ACFTA）によ
り，輸入関税が低くなっている。そのため輸入が
急増し，貿易赤字が大きく膨らんでいるが，幸い
直接投資による資本流入に勢いがあるため，経常
収支はプラスとなり，国際収支の数字には，問題
の深刻さが表れていない。産業を育成し，輸出競
争力のある企業を育てなければという危機感がさ
ほど強くないのは，そのためといえる。」
これは資金の供給が不動産開発など投機性の強
い資産に吸引され，製造業などの競争力強化につ
ながっていないため，自由貿易協定などによるプ
ラス面である輸出拡大の機会を逸し，逆にマイナ
ス面である外国製品の急激な流入と国内産業への
打撃につながってしまうのではないかとの問題点
の指摘である。
また，同エコノミストは当時，次のような点も
指摘した。
「（今般），海外からの直接投資や越僑からの国
内送金は，４,０００億円規模に達している。こうし
た金余りが影響し，ベトナム・ドンに対する米ド
ル高は，昨年，反転現象が起こり，今なおドン高
の傾向が進んでいる（１USD＝１６,０００ドン台から
１５,０００台で定着しつつある）。ベトナムの先を行
く『社会主義市場経済国』中国は，１９９４年から
２００７年まで，人民元の対ドルレートをコント
ロールし，『安い人民元』を維持することで，輸
出産業を育てた。（しかし，ベトナムはどう
か）」xviii。
これは外国資金の投資によって通貨ドンへの需
要が拡大し，「ドン高」になっていることによっ
て，輸出製品，特にベトナムが比較的強い繊維製
品の価格競争競争力を懸念する意見である。た
だ，その後，こうした状況は変化し，２０１０年代
にはいってからはおおむね１USD＝２０,０００ドン
程度にまで「ドン安」になっている。
現地の日系商社の駐在員は人材の問題を重視
し，次のように指摘していた。
「今後のベトナムが持続的に発展していくため
に避けて通れないのが，人材・教育問題である。
フィリピンやタイのような特定の分野の労働力を
日本に移動させやすくなる EPA（経済連携協定）
ではなく，ベトナムの人材育成に資するような日
本との協定が必要である」xix。
人材問題はベトナム現地サイドからも指摘され
ている。現地でビジネス分野に高い評価の人材を
送り出す大学として著名な国民経済大学ビジネス
スクールの学部長は以下のような話を筆者にして
くれたxx。
「ＷＴＯ加盟後の政府におけるもっとも注目さ
れる中小企業支援は研究プログラムの開始（２００７
年１月）である。（中略）特に輸出促進の中小貿
易会社の経営者に対して大学教員と実務専門家か
らの２つの方法で教育するものである。教育科目
は『財務・会計』，『マーケティング』，『組織管
理』等である」。
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２０００年代はベトナム経済の国際化とそれに伴
う課題が明らかになった年代でもある。その課題
のうち，この時期多く指摘を受けていたのが，社
会主義的計画経済の残滓としてまだ多く残ってい
た国有企業の改革，その国有企業を含む全般的な
企業による輸出競争力の強化，そして人材の育成
である。
計画経済から市場経済への転換を行い，コスト
高となっていた中国にとって代わりうる有力なエ
マージング市場の一つとして世界から注目を集め
つつあった２０００年代のベトナム市場は以上のよ
うな課題を抱えつつ，２０１０年代に突入していく
ことになった。次の機会には２０１０年代のベトナ
ムの投資環境についてまとめてみたい。
注
i 小林守「政治変動と投資環境－東アジア諸国・地域に
みる政権交代等と投資環境への影響を見る視角」専修
ビジネスレビュー Vol.４. NO.１，専修大学商学研究所，
２０１３年，pp.２１-２２
ii 前掲書，p.８
iii ２００７年８月，筆者含む専修大学中小企業センター調
査団インタビュー
iv 同上
v 同上
vi 外国企業に１９９０年代では適用されていた企業所得税
などの「優遇」が廃止されたことを指す。
vii ２００７年８月，筆者含む専修大学中小企業センター調
査団インタビュー
viii 同上
ix ２００６年８月，筆者インタビュー
x 小林守「ベトナムの投資環境と日系企業の操業動向」
専修ビジネスレビュー Vol.８. NO.１，専修大学商学研
究所，２０１３年，pp.６-８
xi タンロン工業団地パンフレット（２０１０年）
xii 小林守「ベトナムの投資環境への視角－日系企業の進
出動向とローカル企業の現状及び課題」，大西勝明編
著「日本産業のグローバル化とアジア」，文理閣，
２０１４年，第８章 p.１６８
xiii ２００７年８月，筆者含む専修大学中小企業センター調
査団インタビュー
xiv 他社が工業団地に立地するなか，この会社の工場は一
般の住宅地のなかに立地しているという特徴がある。
これは土地レンタル費用が低廉であったためという
（２００７年８月，筆者インタビュー）
xv ２０１０年２月，筆者含む専修大学中小企業センター調
査団インタビュー
xvi この後，実際に日本とベトナムの経済連携協定
（EPA）は締結された。
xvii 日本の政府開発援助で建設したカントー橋が建設中に
崩落した事故を指す。
xviii２００７年８月，筆者含む専修大学中小企業センター調
査団インタビュー
xix 同上
xx 同上
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